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＜改訂の方針＞

・最近の施工の事象に合わせ，適用範囲を変更した

・要求性能に対する施工時の対応について記載した

・用語の拡充

第１章 総則



1.1 適用範囲（pp.1）

本指針は，鋼構造物の架設における計画，設計，施工について規定する．また，
新設構造物の架設以外においても，既設構造物の補修，補強，改築，更新，撤
去における施工等，特有な事項を検討したうえで適用することができる．

これまでの架設 ＝ 新設時の架設

最近の構造物 → 補修，補強，改築を施すことで長期にわたり使用

さらに，構造物の更新に伴う撤去の事例が増えている

既設構造物を対象とした施工は，新設時の架設と共通する事項も多い

ただし，新設時にはない特有な事項の検討も必要

適用範囲に加えた



1.2 施工における要求性能への対応（pp.2-3）

（1）構造物の施工では，構造物が設計時に定められた要求性能（安全性，使
用性，復旧性，耐久性等）を完成時に確保できる施工方法を用いなければなら
ない．

（2）構造物の施工では，施工時に求められる要求性能である施工性（施工時
安全性，初期健全性，容易性），社会・環境適合性（社会的適合性，経済的合
理性，環境適合性），安全性（構造安全性，公衆安全性）を満足する施工方法
を用いなければならない．

架設に求められる要求性能 ①構造物の要求性能（設計時設定）を満足

②施工に求められる要求性能を満足

本指針における要求性能への対応：①と②を満足する施工方法を選定し実施する

※要求性能とは【構造物がその目的を達成するために保有すべき性能】
【鋼・合成構造標準示方書】において「構造物を施工する際に要求される性能も
重要」とされているので施工性，施工時の要求性能に対応することとしている



鋼構造物は，架設時は完成時と構造系が異なることも多い

架設完了後において，構造物の要求性能を損なうことがないようする

図1.2.1 構造物のライフサイクル期間にわたる性能

施工が構造物の性能へ与える影響



施工時の要求性能
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詳細は【第3章施工計画】を参照

施工に求められる性能



1.3 用語の定義（pp.3-7）

（1）架設設計一般に関する用語

（2）性能に関する用語

（3）施工一般に関する用語

（4）構造物に関する用語

（5）継手に関する用語

（6）架設に関する用語

【鋼・合成構造標準示方書（施工編）】の用語を踏まえて拡充



＜改訂の方針＞

・本指針の適用範囲に応じた架設計画前に実施する予備調査の内容の更新

第２章 予備調査（pp.8-11）

2.1 一般（pp.8）

予備調査は架設の計画，設計および施工の検討に必要な資料を得ること，並
びにそれらの検討を行うことを目的として実施しなければならない．

架設の計画・設計・施工を行う前には必要な内容を調査する必要がある

特に架設条件が煩雑（大規模化・特殊化等）な場合



2.2 調査項目（pp.8-11）

予備調査の項目は，構造物の種類，架設場所等によりそれぞれ異なるが，一
般的に以下の各事項を調査する．特殊な場合は調査項目を追加し，小規模な場
合はそれを省略してもよい．

（1）設計図，設計計算書等の検討（2）地形の調査（3）基礎地盤の調査

（4）気象，水文，海象の調査（5）運搬路の調査（6）近接構造物の調査

（7）環境等の調査（8）関係機関の規約・制約等の調査

（9）施工時期の調査（10）改築時等における既設構造物の調査

（11）必要に応じて行う調査等

：2024版から改名，追加した内容（その他は軽微な修正）



（6）近接構造物の調査，（10）改築時等における既設構造物の調査

2012版では，【既設構造物の調査】としていたが，2024版からは，既設
構造物の補修・補強等も本書の対象としたため，現在の標記とした．

なお，（10）においては，既設構造物のしゅん功図書の他，点検・補修記録，
有害物質（鉛・PCB等）の有無などを調査することした．

（7）環境等の調査

架設や施工に伴う第三者への影響（騒音，振動，水質汚濁，生物多様性への
影響，通行規制など）を事前に調査することとした．



（8）関係機関の規約・制約等の調査

工事に影響を及ぼすと思われる交差や近接する物件等の調査に加え，架設に
対する制約条件，許可を受けるための協議時間等も調査することとした．

（9）施工時期の調査

現地の状況により架設時期に制約を受ける場合がある（非出水期，閑散期
等）．施工計画立案のためには施工時期の確定が重要であるため，気象，施工
条件等を事前に調査することとした．

特に，特殊な機材や大型の機材を用いる場合は架設機材の調達時間も影響す
ることがあるため，留意する必要がある．



＜改訂の方針＞

・最近の技術動向や事故防止事例を考慮し，施工計画を立案するうえで

必要な内容を記載。特に１節の項には各要求性能に対する具体的な対応を記載

第３章 施⼯計画（pp.12-23）

3.1 一般（pp.12）

施工においては，設計図書に基づく構造物の要求性能や，施工に関する要求
性能を満足できる架設計画および施工計画を立案し，施工作業の遂行に必要な
項目を記載した施工計画書を事前に作成しなければならない．

施工時の配慮事項や留意点を踏まえた架設計画や施工計画を立案

施工性に問題生じたり，想定し得ない事態が生じた場合，計画の見直し等が必要



3.1.1 施工性（pp.12-16）

構造物を架設する際の要求性能となる施工性の性能項目には，架設の容易さ
や構造物の初期健全性を確保する品質管理の容易さなどがあり，それらを満足
するように施工計画を立案しなければならない．

表3.1.1 橋梁の架設工法を定める要因

（1）架設の容易性

1)架設工法の種類と工法選定

2)架設計画に対する配慮事項

架設の規模や施工条件，現地条件など
を考慮して，極力容易な架設方法を立案
するのがよい

→安全性も向上する

表3.1.2に架設工法を標記



図3.1.1 架設工法選定フローチャート

表3.1.3も同

時に活用する

ことがよい

架設工法の動画：

付属資料CにURL

有り



（2）初期健全性

架設の難易度や架設地点の状況等を考慮し，あら
かじめ仮組立やシミュレーションによって架設時の
組立精度を把握し管理することが望ましい



3.1.2 社会・環境適合性（pp.17-19）

構造物を架設する際の要求性能である社会・環境適合性は，周囲の社会環境
や自然環境に与える好ましくない影響を最小限にとどめることが必要とされる．
社会・環境適合性に関連する性能項目には，社会的適合性，経済的合理性，環
境適合性があり，それらを満足するように施工計画を立案しなければならない．

（1）社会環境適合性

施工による周辺への好ましくない影響は最小限とする

1）通行規制の低減

規制日数や時間を短縮することは重要．ただし，過度な制約は安全性を損なう

不測の事態に対応できる準備も重要

2）適切な施工時期の選定

施工可能時期での対応が必要．影響調査等の事前準備も重要

3）景観への配慮



（2）経済的合理性

条件に応じた適切な施工方法，安全設備を選定する

【3.1.1.施工性】と併せて検討するのがよい

（3）環境適合性

1）騒音振動等

施工時であっても，法令や条例等の規制値を遵守する

2）環境負荷

環境負荷が低減できる設備を利用する（建設副産物，排出ガス対策等）

3）環境保護

自然環境や生態系への影響を極力排除する



3.1.3 安全性（pp.19-21）

構造物を架設する際の要求性能である安全性の性能項目として本体構造物や
仮設構造物の構造安全性，公衆安全性および施工従事者や現場環境における施
工時安全性があり，これらを満足するように施工計画を立案しなければならな
い．

（1）構造安全性

本体構造は架設時に一時的に不安定な状態となりやすいため，不安定な架
設系とならない配慮を行い，本体構造および仮設物が関係法令等を遵守して
いることを検証する必要がある

（2）公衆安全性

公衆災害リスクを回避し，工学的，管理的手法などでリスクを低減できる
施工方法を選択する必要がある

（3）施工時安全性

施工従事者の安全（墜落災害の防止等）と健康（健康被害への対策等）の
保護



3.2 施工計画書の作成（pp.21-22）

施工計画書に記載する内容は，施工作業の遂行のために必要なすべての情報
および技術要求項目を記載する．

（1）施工計画書は所定の様式に準拠して工事着手前に作成し，必要な届出
を行わなければならない．

（2）施工計画書には，施工計画書の内容を変更する際の手順についても記載
する．

（3）施工者は，構造物の要求性能を満たすために行う各施工の記録事項を必
要に応じて定め，施工計画書に明記しなければならない．

工事の内容と施工手順，品質管理，安全管理等を踏まえた施工計画書を作成
し，関係各所に周知させることが重要



施工計画書に記載する主な内容

表3.2.1 施工計画書の記載項目例



3.3 全体工程表の作成（pp.22-23）

架設計画を立案するにあたり，あらかじめ準備期間や架設可能時期も考慮し

た一連の架設工事全体にわたる全体工程表を作成しなければならない．

個別の工程表だけでなく，プロジェクト全体，かつ関連情報を考慮した工程
表を作成する必要がある



A5 事故事例（pp.316-335）

表A5.1 事故事例の分類

：2024版から追加

同種の事故を繰り返さないために
事故事例の問題点を教訓として，
再発防止に努めていく必要がある



No.7 事故事例分類：橋体落下 横取り工法（pp.323）

落下状況から抽出される要因（抜粋）
1） 橋桁断面の重心位置は海側に寄っていること，橋桁の降下作業中にも海側に変位していたこ

となどからは，調整作業中にも橋桁は海側に変位する可能性があった．
4） 隣接径間の作業手順書を準用するなど，実際の架設方法・手順を考慮した作業手順書になっ

ていなかった．
5） 側縦桁およびブラケットの荷重の偏心の詳細など，構造形式等の詳細を反映した架設計画を

行っていなかった．

再発防止対策（抜粋）
2） 架台は，堅固かつ安定となるように必要な対策を行う．
3） 支点位置での変位量や鉛直・水平反力を管理し，不安定な状態にしないように，調整・監視

する．
5） 実際の架設方法・手順を反映した作業手順書を作成する．



ご清聴ありがとうございました

・第１章 総 則
・第２章 予備調査
・第３章 架設計画
・付属資料A5:事故事例



＜2024年度改定版＞
鋼構造架設設計施⼯指針 改定のポイント

・第４章 架設設計
・付属資料B︓

架設時作⽤による許容応⼒度

鋼構造架設設計施⼯指針改定⼩委員会
設計荷重WG 野阪 克義

＜配布⽤＞



 鋼・合成構造標準示方書と架設設計施工指針の融合

 新道示に対応

 全体としての安全率(1.7/1.25=1.36)は，前指針を継承

 照査フォーマット

鋼・合成構造標準示方書 [2022年]

道路橋示方書[2017年]

４章 架設設計

と設定すると道示式と等価

改定の全体方針

2



＜改定の方針＞

・梁理論や格子桁理論に基づく解析法を用いた部分係数設計法が前提

 許容応力度設計法の安全率を本文に記載（クレーン等）
 従来の許容応力度は，付属資料Bに記載

・照査式は，鋼・合成構造標準示方書に示される照査式が基本

・部分係数は，これまでと同等の安全余裕が確保されるよう設定

第４章 架設設計

3



照査フォーマット

・鋼・合成構造標準示方書 [2022年]

・道路橋示方書[2017年]

・部分係数は，これまでと同等の安全余裕が確保されるよう設定

４.１ ⼀般

と設定すると道示式と等価

4



照査フォーマット

・鋼・合成構造標準示方書 [2022年]

・照査式は， とも記載できる

・許容応力度法の考え方を用いると →

・25％の割増しを考慮して

４.１ ⼀般

 1.0d
i

d

S
R



1.7
d d

d

R R
S


  

 1.25
1.7 1.25 1.36

d d d
d

R R R
S


     
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照査フォーマット

・道路橋示方書[2017年]

・鋼・合成構造標準⽰⽅書における許容⼒度法のフォーマット

４.１ ⼀般

 1 2( )i pi qi i RU U cudS P R      

 1 2cud U crg crl yk      

 
0.90 1.00 0.85

0.765

1.307

cud crg crl yk

crg crl yk

crg crl yk

   

  

  

   

 



 1 2( )
1.307

1.05 ( )
1.307

( )
1.307 1.05 1.37235

crg crl yk
i pi qi i RU U

crg crl yk
i i

crg crl yk crg crl yk
i i

S P R

S P

S P

  
   

  

     

  



 








 1.25
1.7 1.25 1.36

d d d
d

R R R
S


      同等の安全率が

確保できている

死荷重の荷重係数1.05 → 作用係数

γbに相当

γbの逆数に相当

UR
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4.2.2 作用の組合せ
・作用係数は，作用の組合せごとに架設期間中に各々の作用が同時に構造物に生じる

確率を踏まえて設定する必要があり，これまでと同等の安全余裕が確保できると考
えられる作用係数の例を設定した（従来は，荷重の組合せ毎に割増し係数を設定）

４.２ 作⽤

7



4.2.2 作用の組合せ

４.２ 作⽤
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4.2.2 作用の組合せ

４.２ 作⽤

比較する

と仮定
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4.2.2 作用の組合せ

４.２ 作⽤

 0
1

0.5 1.2
1.36 1.133

d d dR R R
P F U S EQ         



比較する

変動作用が支配的な状況

永続作用・変動作用が支配的な状況

採用

10

H29道⽰（Ⅱ）
表 5.4.3 参照



4.2.2 作用の組合せ

４.２ 作⽤
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・安全率は、そのまま残している
・【解説】に注意事項を記載

・具体的な数式は，付属資料Bへ記載（後で説明）

４.３ 許容応⼒度法に⽤いる安全率



・枠内の文言は、踏襲している

・強度の制限値・・・強度の限界値（RU）を部材係数（γb）で除すことによって求める

４.４ 部分係数法に⽤いる強度の制限値

13



・枠内の文言は，踏襲しているが部分係数法への対応を解説に記載

４.５ 本体構造物の照査

14



4.5.3 吊金具取付け部
・【解説】に追記

４.５ 本体構造物の照査

15

耐ラメラテア鋼の適⽤箇所の例

図4.5.6 参照



4.5.5 送出し時の照査
・基本的に，前指針を踏襲
・いくつか注意点などを記載
・照査式は、許容応力度法で記載
（2）組合せ断面力を受ける腹板の座屈照査

４.５ 本体構造物の照査
前指針

16



4.5.5 送出し時の照査
・基本的に，前指針を踏襲
・いくつか注意点などを記載
・照査式は、許容応力度法で記載
（2）組合せ断面力を受ける腹板の座屈照査

４.５ 本体構造物の照査

17式の比較について，文献43)などが参考になる



4.5.5 送出し時の照査
・誤植あり

４.５ 本体構造物の照査

0.63に修正
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4.６.13 送出し設備およびおしみ

【解説】
・必要送出し力
・設備の有効推進力
・おしみ設備

などについて記載

４.６ 仮設構造物の設計

19



付属資料B
架設時作用に対する許容応力度
・架設時の許容応力度を付属資料として掲載（新材料も追加・更新[SBHS，S14T]）

・安全率に対する考え方

＜改定内容＞
・H24道示の許容応力度を基本に，H29道示の安全余裕の考え方を参考にして許容
応力度を設定

H24道示で許容応力度が示されている鋼材(SM400・SMA400W，
SM490，SM490Y・SMA490W，SM520)

H24道示の通り*1

H29道示で新たに規定された鋼材(SBHS400(W)，SBHS500(W)，
[SBHS700(W)*3])

H29道示の安全余
裕の考え方を参考に
安全率を設定＊2

H29道示で安全余裕の見直しが行われた鋼材(SM570・SMA570W)

*1：降伏応力度に対して1.7/1.25=1.36の安全率を考慮
*２：降伏強度に対して1.7/1.25=1.36以上，引張強度に対して2.0/1.25=1.60以上の両方の安全率を確保
*3：H29道示には規定されていない

前指針ではSBHS500(W),SBHS700(W)の許容応力度が参考として示されていた
が，H29道示の安全余裕の考え方を取り入れて許容応力度を新たに設定

付属資料B︓架設時作⽤における許容応⼒度

20



付属資料B
架設時作用に対する許容応力度

＜安全率設定の考え方＞
(引張部材) 降伏比の高い鋼材(≒高強度鋼）は降伏から破断に至るまでの余裕が少ない

→降伏強度，引張強度のそれぞれに対し，安全性を確保すべき
→SBHS500を参考にすると，降伏強度/(1.7/1.25)，引張強度/(2.0/1.25)の両方を満足

する必要がある

(圧縮部材) 降伏に対する安全率は引張部材に合わせる．座屈等で圧縮強度が決まる場合には，
安全率は(1.7/1.25)とする

Pu

引張⼒

Py

Pa

変位

安全率1.7以上 安全率2.0以上Pa’
架設時の
許容応⼒の割増1.25

軸引張を受ける部材 圧縮を受ける両縁⽀持板・⾃由突出板

21



付属資料B
架設時作用に対する許容応力度

・準拠する基準耐荷力(変更・追加)
✓H29道示で両縁支持板，自由突出板の基準耐荷力が見直された

→SM570・SMA570W，SBHS400(W)，SBHS500(W)，SBHS700(W)の基
準耐荷力をH29道示に基づくものへ変更して許容応力度を設定

＜改定内容＞
・耐荷力曲線(追加)

✓溶接箱形断面の許容軸方向圧縮応力度(付表1.2(b))
✓補剛板の局部座屈に対する許容応力度(付表1.7)

H24道⽰ σcr/σy=1.0 (R≦0.7)
=0.5/R2 (0.7<R)

H29道⽰ ρcrl=1.00 (R≦0.7)
=(0.7/R)1.19 (0.7<R)

基準耐荷力(自由突出板)
SM570の例

22



付属資料B
架設時作用に対する許容応力度

・多列配置(９列以上12列以下)の高力ボルト摩擦接合継手の低減係数(追加)

＜改定内容＞道示改定で新しく規定された項目を架設時の許容応力度にも反映
・超高力ボルト－S14T(追加)

✓使用にあたっての注意点(被接合材，遅れ破壊の防止に配慮した適用箇所)を記載

23



ご清聴ありがとうございました

・第４章 架設設計
・付属資料B︓
架設時作⽤による許容応⼒度

24



＜2024年度改定版＞
鋼構造架設設計施⼯指針 改定のポイント

付属資料A1︓架設時の⾵の影響

鋼構造架設設計施⼯指針改定⼩委員会
設計荷重WG ⼋⽊ 知⼰1



＜改定の方針＞

第４章の4.2.4風荷重（W）も含めて風荷重・風の影響については
大幅な変更はない

＜本日の解説＞

P.189の冒頭1行目「通常の構造物の架設には，設計風荷重は
完成構造物の設計風荷重の半分程度をとれば十分と考えられる.」
について解説します．

Ａ１ 架設時の⾵の影響

2



風荷重と風速の関係

pは単位面積あたりに作用する風荷重，は空気密度，CDは抗力係数，
VDは設計基準風速，Gはガスト応答係数である．

完成系の場合

設計基準風速VDは，H29道路橋示方書では風速の特性値として40m/s

としている．
期間nが50年間で，非超過確率が0.6以上（ここでは0.605）とすると，
再現期間Tは以下の式より100年となる．その風速は，期間nを100年間
とすると，非超過確率は0.37となる．

疑問：再現期間100年の風速値で小さすぎないか？
回答：荷重係数1.25をかけている

 GVCp DD
2

2
1 

 
nT 11

1


   nT
11
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風荷重と風速の関係

pは単位面積あたりに作用する風荷重，は空気密度，CDは抗力係数，
VDは設計基準風速，Gはガスト応答係数である．

完成系の場合

ガスト応答係数Gは，ガスト応答を等価静的風荷重として置き換えた

ものであり，H29道路橋示方書では1.9を標準としている．

疑問：ガスト応答が生じるとも思えない橋にまで，風荷重を1.9倍
するのは過剰ではないか？

回答：設計基準風速は10分間平均であるため，風が時間的に変動する
効果を考えて，瞬間的な風速に換算すると1.9の平方根倍の
風速に相当し過剰とはいえない．

 GVCp DD
2

2
1 

4



風荷重と風速の関係

pは単位面積あたりに作用する風荷重，は空気密度，CDは抗力係数，
VDは設計基準風速，Gはガスト応答係数である．

架設系の場合

例１：架設期間nが1年間で，非超過確率を0.6とすると，再現期間Tは2.5年
例２：架設期間nが1年間で，非超過確率を0.9とすると，再現期間Tは10年
再現期間100年の風速値を再現期間T年の風速値は以下の式で変換できる

それぞれVE/Vは，0.63，0.78となり，荷重に換算すると

完成時に比べて設計風荷重は40％，60％となる．

重要：風荷重が架設設計に大きく影響をおよぼす場合には，合理的な
設計風速の推定が必要となる.

 GVCp DD
2

2
1 

07.1
1

lnln10.061.0 


























T
TVVE
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ご清聴ありがとうございました

付属資料A1︓架設時の⾵の影響
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＜2024年度改定版＞
鋼構造架設設計施⼯指針 改定のポイント

付属資料A2︓
架設時における耐震検討の考え⽅

鋼構造架設設計施⼯指針改定⼩委員会
設計荷重WG 平林 雅也1

＜配布⽤＞



＜改定の方針＞

大幅な変更はなく，記載内容を充実させた．

＜本日の解説＞

P.200（１ページ目）の追記内容およびJR東日本の仮設構造物の
耐震設計の考え方について解説します．

2

Ａ２ 架設時における
耐震検討の考え⽅（P.200〜）



検討の対象とする地震の規模や計算方法は管理者により異なるが，たとえば想定し
ている地震動において緊急輸送網などのため通行を確保したい道路上空の架設や，
営業している鉄道線路上空に構築された仮設構造物において，大きな地震動での設
計となることがある．この地震動に対して，弾性範囲での設計や非弾性応答を考慮
した設計があるが，それぞれ特徴は次のようになる．

【弾性範囲の設計】
・震度法を用い，構造物の応答が弾性範囲内での設計となる．
・作用や断面力の計算が比較的容易である．
・一般に部材・接合部が大きくなり，構造物の規模が大きく本設に近しい構造物になることがある．

【非弾性応答を考慮した設計】
・地震時保有水平耐力法や動的解析を用い，部材や材料の非線形性を考慮する設計となる．
・設計において過小な応答や断面力とならないよう注意が必要となる．
・必要により仮設部材の非線形性を明らかにしなければならない．
・一般に弾性設計に比べて断面力が小さくなり，構造物の規模を小さくできる．

大きな地震動において，弾性範囲の設計では構造物の規模が大きくなること，非弾
性応答を考慮した設計では弾性範囲の設計に比べて様々な事項の考慮が必要となる
ことから，橋梁本体の設計の段階から架設時の耐震検討を行うことが望ましい．

3

Ａ２ 架設時における
耐震検討の考え⽅（P.200〜）

【追記内容】



ＪＲ東日本の架設時の耐震検討の考え方について充実させた

Ａ２ 架設時における
耐震検討の考え⽅（P.200〜）

【ＳＴＥＰ１】営業線への影響判定

4



Ａ２ 架設時における
耐震検討の考え⽅（P.200〜）

※線路上空の桁や仮設部材を支持する も含まれる

【ＳＴＥＰ２】架設時の要求される耐震性能

5

鉄道の設計標
準の変更に伴
い記載を変更



Ａ２ 架設時における
耐震検討の考え⽅（P.200〜）

弾性加速度応答スペクトル800galをＪＲ東日本が採用した経緯を記載
・国鉄時代は仮設構造物への設計震度は基準の1/2
・鉄道構造物等設計標準・同解説（耐震設計）H11版でL2地震動が導入

（弾性加速度応答スペクトルの最大値が2000gal）
・構造物の減衰を加味したL2の所要降伏震度スペクトルの1600galを1/2して800gal

鉄道構造物等設計標準・同解説（耐震設計）H24版で地震動が大きくなっても以下理由で適用継続
① 仮設構造物の設置期間が本設構造物より短期間
② 東北地方太平洋沖地震時を受けた仮設構造物の損傷が軽微
③ 他の既設構造物と比較して仮設構造物の復旧性や安全性等が同程度となる耐震性能

東北地方太平洋沖地震を受けて損傷が軽微だった仮設構造物

6

写真A2.1 参照



Ａ２ 架設時における
耐震検討の考え⽅（P.200〜）

ＪＲ東日本の仮設物の設計計算方法を抜粋して記載
（注：詳しく知る必要がある場合はＪＲ東日本の技術資料をご覧ください）

7

変形能⼒のクラスに対する幅厚⽐、径厚⽐の上限値の例

表 A2.2 参照

許容塑性率の例

表 A2.3 参照



ご清聴ありがとうございました

8

付属資料A2︓
架設時における耐震検討の考え⽅



＜2024年度改定版＞
鋼構造架設設計施工指針 改定のポイント

付属資料A3︓
工法別の設計例（部分係数設計法）

鋼構造架設設計施工指針改定小委員会
設計荷重WG 穴井 解1



構成
第４章「架設設計」で部分係数設計法が採用されたことを
踏まえて、ベント本体の設計と仮支点部の照査について部
分係数設計法での設計例を示した。

照査式については、第４章「架設設計」では、2022年制
定 鋼・合成構造標準示方書と合致するよう
（作用）／（抵抗）≦1.0 の形で示している。

A3では、道路橋示方書・同解説（Ⅱ鋼橋・鋼部材編）と
同様に（作用）≦（抵抗）の形で示し、A4工法別の設計
例（許容応力度法）と対比しやすくしている。

設計の前提となる架設概要や設計条件は、A4.1.1 ベント
架設工法（P.216）を参照。

A３工法別の設計例（部分係数設計法）

主な改定内容
・本編の改定に倣って提示

・使用材料や適用基準の見直し

2



改定点
(１)ベント本体の設計

１)設計反力
設計反力の算出 4.2.2「作用の組合せ」を用いて、最も不利な荷重条件を与える
作用の組合せを求める。（P.205）

基本鉛直荷重（P0）、風荷重（W）、地震の影響（EQ）
雪荷重（SW）、温度変化の影響（T）、照査水平荷重（H0）
衝撃荷重（Ｉ）、摩擦力（F）、不均等荷重（U）、特殊荷重（S）

作用係数は、前指針で考慮されていた架設時許容応力度の25％割増しと同等の
安全率が確保できるように設定されている。

【2024年版】P.205

3



作用係数

【2024年版】P.206 【2024年版】P.205

設計例では、雪荷重：SW、温度変化の影響：T、
衝撃荷重：I、摩擦力：F、特殊荷重：S は
考慮しない。

同じ設計荷重条件で、
A3（部分係数設計法）では、基本鉛直荷重（P0）＋照査水平荷重（H0）＋不均等荷重（U）の組合せが最大 179.4kN
A4（許容応力度法）では、基本鉛直荷重（P0）＋地震時荷重（EQ）＋不均等荷重（U）の組合せが最大 172.8kN
差異がある。
4



改定点
２)ベント柱の検討（P.206）

平成29年版の道路橋示方書・同解説（Ⅱ鋼橋・鋼部材編）には、組合せ材の規定が
なく、従来の 使用断面 4-L90 x 90 ｘ10（SS400）タイプレート間隔60cm
で組み合わせた断面 のような柱を評価し難いことから H300 x 300 x10/15
のH鋼柱としている。

従来の組合せ材 H鋼材

【2024年版】P.220 【2024年版】P.206

組合せ材の場合は、部分係数設計法を適用する方法が現在なく、部分係数設計法を適用
する場合には十分に検討が必要であり、今後の課題である。

5



抵抗

抵抗作用

【2024年版】P.206

【2024年版】P.207

6



改定点
(２)本体構造物の照査

２)設計反力の算出
ベント本体の設計同様に、
設計反力の算出 4.2.2「作用の組合せ」を用いて、最も不利な荷重条件を与える
作用の組合せを求める。（P.212）

作用係数

【2024年版】P.212

7



作用 抵抗

【2024年版】P.212、213

8



結び

・2024年版で部分係数設計法が採用され、架設設計の選択肢が増えた。

・仮設構造物の設計の実務では、許容応力度法が主流であり、現状は部分
係数設計法への移行期と考えられる。

以上から、

・仮設構造物の設計として、ベント本体の設計

・本体構造物の照査として、仮支点部の照査

に限定して設計例を示した。

9



ご清聴ありがとうございました

10

付属資料A3︓
工法別の設計例（部分係数設計法）



＜2024年度改定版＞
鋼構造架設設計施工指針 改定のポイント

付属資料A4︓
工法別の設計例（許容応力度法）

鋼構造架設設計施工指針改定小委員会
設計荷重WG 中村 裕一1



主な改定内容
・本編に倣って改定

・施工実績の多い形状や使用材料
へ見直し

・要望により設計例の追加

・要望により補足説明の追加

・誤記修正等

構成
2012年版では「A3 仮設構造物の設計例」、「A4 架設設
計例」であったが、2024年版では構成を見直し「A4 工法
別の設計例（許容応力度法）」に編集しなおした。

A4工法別の設計例（許容応力度法）

2

工法別に編集

煙突、水圧鉄
管は改訂なし



(4)ベント本体の設計
施工実績の多い形状へ見直し
・箱形ベント形状へ変更（P.216）

A4.1.1 ベント架設工法
目次構成

A4.1.1 ベント架設工法
(1)概要
(2)設計条件
(3)ベント設計の流れ
(4)ベント本体の設計
(5)ベント基礎の設計
(6)本体構造物の照査
(7)吊金具の設計

【2024年版】P.216【2012年版】P.179
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屏風ベント

箱形ベント



(4)ベント本体の設計
施工実績の多い使用材料へ見直し
・水平材をH鋼から溝形鋼へ変更（P.221）

A4.1.1 ベント架設工法
目次構成

A4.1.1 ベント架設工法
(1)概要
(2)設計条件
(3)ベント設計の流れ
(4)ベント本体の設計
(5)ベント基礎の設計
(6)本体構造物の照査
(7)吊金具の設計

【2024年版】P.221
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溝形鋼へ変更



(5)ベント基礎の設計
施工実績の多い形状へ見直し
・敷鉄板のベタ基礎へ変更（P.226）

A4.1.1 ベント架設工法
目次構成

A4.1.1 ベント架設工法
(1)概要
(2)設計条件
(3)ベント設計の流れ
(4)ベント本体の設計
(5)ベント基礎の設計
(6)本体構造物の照査
(7)吊金具の設計

【2024年版】P.226【2012年版】P.186
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事例が少ない

よくある事例
基礎梁の下に
敷鉄板を配置

拡大



(5)ベント基礎の設計
要望により設計例の追加
・敷鉄板の有効面積は、橋建協のQ&Aを参考として

設計例を追加

A4.1.1 ベント架設工法

目次構成
A4.1.1 ベント架設工法
(1)概要
(2)設計条件
(3)ベント設計の流れ
(4)ベント本体の設計
(5)ベント基礎の設計
(6)本体構造物の照査
(7)吊金具の設計

【2024年版】（P.225）
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敷鉄板の板厚の10倍
を有効幅として設計例
を示した
橋建協のQ&Aを参考



(6)本体構造物の照査
要望により設計例の追加
・４章（4.5.4 仮支点部）をもとに設計例を追加（P.233～）

A4.1.1 ベント架設工法
目次構成

A4.1.1 ベント架設工法
(1)概要
(2)設計条件
(3)ベント設計の流れ
(4)ベント本体の設計
(5)ベント基礎の設計
(6)本体構造物の照査
(7)吊金具の設計【2024年版】P.233
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(7)吊金具の設計
要望により設計例の追加と補足説明の追加
・吊具の選定を追加（P.235）
・吊具は，衝撃荷重や不均等荷重を考慮せずに吊角度の影響

のみ考慮したワイヤ張力をもって選定することを補足説明

A4.1.1 ベント架設工法
目次構成

A4.1.1 ベント架設工法
(1)概要
(2)設計条件
(3)ベント設計の流れ
(4)ベント本体の設計
(5)ベント基礎の設計
(6)本体構造物の照査
(7)吊金具の設計

不均等荷重を考慮しない値に割り戻し

【2024年版】P.235

8

吊金具の設計には不均等荷重
を考慮する
吊具には、衝撃荷重や不均等
荷重を考慮しない

吊金具

吊具



(3)架設材の照査 2)荷重 (i)不均等荷重：U（P.242）
施工実績の多い検討条件へ見直しと補足説明の追加
・ステップ計算には、不均等荷重を荷重強度に算入せず

算出した支持反力や断面力（いわゆる生値）に対して
不均等係数を乗じて検討を行う場合が多いため変更

・設定条件について剛性が高い場合や平面曲率や斜角の
影響を考慮する必要があることを追記

A4.1.2 送出し架設工法
目次構成

A4.1.2送出し架設工法
(1)概要
(2)設計条件
(3)架設材の照査
(4)本体構造物の照査
(5)送出し力の判定
(6)拡幅ブラケットの設計

【2024年版】P.242【2012年版】P.208
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ステップ計算
には含めない 設定時の留意

事項を追記

設計例は不均等が
少ない事例として

1.2を設定

ステップ計算
に含めていた



(3)架設材の照査 6)対傾構の検討
施工実績の多い使用材料へ見直し
・山形鋼へ変更（P.249）

A4.1.2 送出し架設工法
目次構成

A4.1.2送出し架設工法
(1)概要
(2)設計条件
(3)架設材の照査
(4)本体構造物の照査
(5)送出し力の判定
(6)拡幅ブラケットの設計

【2024年版】P.249【2012年版】P.215
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山形鋼へ変更



(4)本体構造物の照査 1)腹板座屈の検討（P.250～257）
施工実績の多い検討条件へ見直し
・前述の電算で不均等を算入（考慮）しない算出結果を

腹板照査式では算入（考慮）して計算

A4.1.2 送出し架設工法
目次構成

A4.1.2送出し架設工法
(1)概要
(2)設計条件
(3)架設材の照査
(4)本体構造物の照査
(5)送出し力の判定
(6)拡幅ブラケットの設計

不均等係数

【2024年版】P.250【2012年版】P.216
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ステップ計算の算出
結果（不均等算入す
る）に加えて考慮

ステップ計算の算出
結果（不均等算入し

ない）に考慮※設計例では不均等荷重分を基本鉛直荷重に加える形で
修正したため、2012年版と2024年版で一致しています



(4)本体構造物の照査 1)腹板座屈の検討（P.250～257）
本編に倣って改定
・ ４章（4.5.5 送出し時の照査）に合わせて改定

抵抗係数φを定数で記載（計算式の変更はない）

A4.1.2 送出し架設工法
目次構成

A4.1.2送出し架設工法
(1)概要
(2)設計条件
(3)架設材の照査
(4)本体構造物の照査
(5)送出し力の判定
(6)拡幅ブラケットの設計

0.63

0.63

0.63

0.63

誤植

【2024年版】P.250～257【2012年版】P.216～223

誤植（ホームページに正誤表掲載）

12
定数で記載



A4.1.2 送出し架設工法

21.0

-75.0

-46.4

-75.0

誤植 誤植

【2024年版】P.251、254
誤植（ホームページに正誤表掲載）
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(5)送出し力の判定（P.258、259）
要望により設計例の追加
・４章（4.6.13 送出し設備およびおしみ）の追加に合わせて

「送出し力の判定」の設計例を追加

A4.1.2 送出し架設工法
目次構成

A4.1.2送出し架設工法
(1)概要
(2)設計条件
(3)架設材の照査
(4)本体構造物の照査
(5)送出し力の判定
(6)拡幅ブラケットの設計

【2024年版】P.258、259
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使用機械によって抵抗係
数は異なる

出発抵抗は動くもの
に対して考慮

おしみ力も抵抗に加える

必要安全率は施工条件を考慮して設定する
例えば、線路上や道路上の架設では高めるなど

軌条のたわみや段差抵抗など



(5)送出し力の判定（P.258、259）
要望により設計例の追加と補足説明の追加
・おしみ力の算出の一例として追記
・「逸走を防止する力」と「滑動を防止する力」の合計値を

おしみに必要な力とし、それ以上を保持できる設備とする

A4.1.2 送出し架設工法
目次構成

A4.1.2送出し架設工法
(1)概要
(2)設計条件
(3)架設材の照査
(4)本体構造物の照査
(5)送出し力の判定
(6)拡幅ブラケットの設計

【2024年版】
P.258、259
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おしみに必要な力を単一的に定める
のは難しい
ここでは作動速度と停止までの時間
から算出する例を示した

おしみに必要な力に対して余裕をもっ
ておしみ装置を選定するのがよい

【2012年版】P.224

2012年版では摩擦抵抗に対し
て係数を掛けて算出する例を示
している



(6)拡幅ブラケットの設計（P.259～266）
要望により設計例の追加
・橋脚幅が狭い場合に設置される拡幅ブラケットの設計例を追加

定着部の設計はPC鋼棒とあと施工アンカーの場合を示した

A4.1.2 送出し架設工法
目次構成

A4.1.2送出し架設工法
(1)概要
(2)設計条件
(3)架設材の照査
(4)本体構造物の照査
(5)送出し力の判定
(6)拡幅ブラケットの設計

【2024年版】
P.259～266

16

橋脚は鉄筋が密であり、あと施工アン
カーでは配置が困難な場合が多いため、
設計・施工時の留意点を記載した



さいごに

A3，A4の各設計例はあくまでも一例を
示したものであり，実務においては個別
の諸条件を十分に考慮のうえ、設計者の
責任において判断されたい。
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ご清聴ありがとうございました
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付属資料A4︓
工法別の設計例（許容応力度法）



＜2024年度改定版＞
鋼構造架設設計施⼯指針 改定のポイント

・第５章 施 工

鋼構造架設設計施工指針改定小委員会
施工WG 川端 諭



第5章 施⼯

5.1 一般

5.2 仮設構造物

5.3 架設作業

5.4 部材組立

5.5 定着部コンクリートの施工

<改定の方針>

・最近の技術動向や事故防止対策に合わせて具体的な内容に見直し

1



2

5.2 仮設構造物 (p.90-96)

5.2.1 留意点 → 一般
(仮設構造物施工時の具体的な留意事項を追記)

5.2.3 地盤支持力不足の仮設構造物の施工やクレーンの設置
(地盤支持力の調査方法について具体的な内容を追記)

5.2.4 アンカーブロックの施工
( アンカーブロックの施工図に対しての説明を追記)

5.2.5 グラウンドアンカーの施工
(グラウンドアンカー概要図に対して留意事項を追記)

5.2.6 あと施工アンカーの施工
(撤去後の補修方法について追記)

＜改正箇所＞



3

5.1 ⼀般 (p.90)

施工における要求性能を満足するような施工方法を用いなければならない．
また,建設作業の全体の流れを考えて,準備,架設さらに後片付まで検討し,計
画するものとする．

【解説】
施工とは,建設作業全体を指し,架設すなわち取付,据付を含めた広義のもので
ある．施工方法の検討の際には1.2に記載されている施工における要求性
能を満足するよう留意する必要がある．また,準備工,架設および後片付まで
含めて計画しなければならない．



(1)架設方法と架設中の本体構造物の状況を考慮して各架設段階における自重,仮設
機材,風,地震等の影響について必要な検討を行い,安全確保のための対策を行う.

【追加項目】

(2)仮設構造物(ベント等)の支持・転倒・滑動等に対する安全性の照査を行う．

(3)仮設構造物(ベント等)と本体構造物との支持点は重心位置から偏心させないよう
設計および施工することを基本とする．現場施工条件により,偏心を回避できない
場合には,偏心によるモーメントの影響を考慮し安全照査を行う．

(4)支持点の傾斜や勾配による水平荷重についても適切に考慮し安全性の照査を行う．
仮設構造物,本体構造物の倒壊などにより第三者に影響が及ぶ場合は下記の事項について
留意する必要がある．

1)仮設構造物(ベント等)の転倒に対してフェールセーフ（二重の安全設備）を検討する．
2)支点上でズレが生じないようワイヤロープや固定治具等による固定対策を実施する．

4

5.2.1 留意点→⼀般 (p.90)

【解説】



〇簡易で貫入力のあるスクリューウエイト貫入試験方法(旧 スウェーデン式サウンディング
試験方法)が推奨されている．※

〇平板載荷試験方法：地盤の評価深さ60～90cm(載荷板直径の2～3倍程度)と比較的浅層

大規模な仮設構造物の基礎のように荷重の影響が深層まで及ぶような場合や深層に軟弱層
などがある場合には貫入試験の適用を検討する必要がある．なお,地盤改良が必要な場合は
ボーリング削孔により土質を確認できる標準貫入試験が用いられる．

5

5.2.3 地盤⽀持⼒不⾜の仮設構造物の施⼯やクレーンの設置(p.91-92)

〇5.2.2(基礎)の検討において地盤支持力が不足と判断

架設工法の変更

支持面積の拡大

基礎構造,地盤改良etc

〇仮設構造物の基礎の検討は,その地盤反力と本体構造物の設計条件ならびに仮設構造物に
作用する載荷期間との相対関係を考慮しなければならない．

【追記内容】

地盤支持力の調査方法 ※日本建設機械化協会：移動式クレーン,杭打ち機等の支持地盤養生マニュアル,2000.
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5.2.4 アンカーブロックの施⼯(p.92-93)
【追記内容】
〇図5.2.2のように地形や地盤状況によって適切な形状,サイズのアンカーブロックを計画

する必要があると追記

〇枠内における施工例へと文章の更新
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5.2.5 グラウンドアンカーの施⼯(p.93-94)

グラウンドアンカー施工における留意事項を明記(①～③)

① ②

③



【あと施工アンカー施工の留意点】

(1)取り付けるコンクリート構造物の鉄筋や埋込み金具類を避けて施工する．

(2)アンカーの施工面にモルタルなどの既存の仕上げ材がある場合には,取り除く．

(3)コンクリートの固着は,間接的であり,施工段階で不十分な施工があった場合には,
構造物全体に影響を及ぼす結果を招くため,設計,施工を確実に行う必要がある．

(4)使用するあと施工アンカーの固着方法などの特性を十分に把握し,施工要領書に
基づいて実施する．

撤去後の補修方法について追記

(5)あと施工アンカーは,架設後に撤去が必要になる場合も多いが,撤去,補修後に
本体構造物の鉄筋かぶりと同等以上のかぶりを確保できるような補修方法を検討
する必要がある．なお,撤去が不要となるセラミックインサートやアンカーボル
トのみ撤去可能な材料を用いた施工事例もある．

8

5.2.6 あと施⼯アンカーの施⼯(p.94-96)

【追記内容】



5.3 架設作業 (p.96-100)

5.3.3 玉掛け
(吊り形式の見直し)

5.3.4 送出し
(送出しの推進力,おしみ力の検討等具体的な照査事項を追記)

5.3.5 横取り
(横取りにおける具体的な注意事項を追記)

5.3.6 こう上・降下
(こう上・降下における具体的な注意事項を追記)

＜改正箇所＞

9



5.3.3 ⽟掛け (p.97)

【追記内容】
吊天びんを使用せず直接吊る場合の留意事項

〇箱桁等で,吊天びんを用いず直接吊る場合は,吊金
具に面外力が作用する．その場合,面外作用力によ
る吊金具の照査を行い,必要に応じて溶接補強や面
外補強金具の取り付けを行うか,あるいは吊金具に
面外力を作用させないよう,事前に想定した吊り角
度に合わせて傾けた吊金具を設置する等の対処が必
要となる．

〇図5.3.1

・鈑桁大ブロック,箱桁大ブロックの吊り形式の追加etc

溶接補強・補強金具の取り付け
or 吊金具を傾ける

10



5.3.4 送出し (p.98)

【送出し架設計算の照査事項】

(1)手延べ機が前方の橋脚(支点)に到達する直前の送出し桁全体の転倒に対する安定性の確認

(2)架設中の最大反力値に対する腹板の局部座屈

(3)架設中のみに圧縮力を受けるフランジの照査

(4)補強が必要な個所の補強方法の検討

(5)手延べ機先端のたわみ量およびたわみ処理方法の検討

(6)曲線,斜角等の桁線形の影響によるねじれ,たわみ,反力の不均等の確認

(7)送出し推進力およびおしみ力の検討(4.6.13「送出し設備およびおしみ」 参照)

(8)架設中の最大反力値に対する仮設構造物(ベント等)および基礎の照査

【追記内容】

11



5.3.5 横取り (p.98-99)

12

【解説】

横取り作業を行う構造物により，横方向の剛性の小さなもの，荷重の不均等や偏心が大きいも
のがあり，横移動は，転倒あるいは横倒れ座屈しないように，構造物を補強して作業を行う必
要がある． (p99)

→横取りにおける具体的な注意事項を追記



5.3.6 こう上・降下 (p.100)

〇ジャッキの使用には,ジャッキの底面反力を受ける確実な耐力をもった平坦な受台が必要
である．受台は水平に据付け,鉛直力,横力に抵抗できるものとする．十分な耐力が期待
できない場合には枕木,鋼板,H形鋼などを敷いて底面応力の分散を図らなければならない．

【追記内容】

こう上・降下における具体的な注意事項を追記

〇また,受台のサンドル(H形鋼をリブプレートで補強した部材)は井桁状に組み立て,ずれや
浮きが生じないようにボルトで堅固に固定しなければならない．部材のジャッキ支点およ
び受台も，変形，座屈が生じないように補強され，受点はすべりが生じないものを用いる
(7.8「ジャッキ，転倒防止台座」,鋼道路橋施工便覧22)参照)

〇なお,受台にH150を使用する場合は,1セット2mが限界値となり,それ以上は繋材等で2
セット連携して使用する必要がある(4.6.1「仮設構造物の設計」 参照).

〇こう上,降下量が多い場合は,ジャッキ式吊上げ設備や巻上げウインチ設備を用いると安全性
に加え作業性も改善する

13



5.4 部材組⽴ (p.101-121)

5.4.2 高力ボルトの締付け
(道路橋示方書の内容に合わせて修正,皿型トルシアボルトを追加)

5.4.3 現場溶接
(道路橋示方書の内容に合わせて修正)

5.4.4 併用継手
(溶接収縮による付加荷重考慮について追記)

＜改正箇所＞
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5.4.2 ⾼⼒ボルトの締付け (p.102-112)

一般に使用されている高力ボルトには,高力六角ボ
ルト(写真5.4.1)とトルシア型高力ボルト(5.4.2)の2
種類がある．

【追記内容】

写真及び解説文の追加

〇最近は,防食,維持管理性能向上を目的として,
ボルトの頭が連結板から外に突出しない皿型ボル
ト(写真5.4.4)の適用事例も増えてきている．(p102)

15



5.4.2 ⾼⼒ボルトの締付け (p.102-112)

16

〇H29.道示に合わせてS14Tの標準ボルト軸力を追加 (p105)

〇表5.4.9を見直し (p109)



【解説】

溶接作業者は定められた認定試験に合格した有資格者等十分な技量を有するものでなければならない．

現場溶接の施工では，溶接に伴う収縮，変形，拘束等が，全体変形および全体構造，細部構造に与える
影響について，あらかじめ検討しなければならない．

→現場溶接における注意事項を更新

現場溶接の施工に関しての一般的な共通事項

(1)現場溶接施工要領書

現場溶接の施工方法は,構造,鋼種,板厚,環境等を考慮し,施工実績を踏まえて十分に検討し
て決定するのがよい．なお,施工実績のない溶接方法を採用する場合,1パスの入熱量が大きい
場合などは溶接施工試験を実施し，溶接施工方法の適性や溶接部の性能等を確認しなければならない．

溶接施工試験ついてはH29道示(Ⅱ) 20.8.4 溶接施工法が参考 (p113)

5.4.3 現場溶接 (p.112-120)

17



(4)現場溶接施工および検査

1)鋼製橋脚
(a)溶接継手の施工

鋼製橋脚の柱の突合せ溶接には,ガスシールドアーク溶接または被覆アーク溶接が用いられる．
→ガスシールドアーク溶接のみの記載 (p114)

なお,K形開先として鋼製橋脚内部から溶接をする場合,溶接作業者の安全性を確保するための
溶接ヒュームなどの排煙，換気に対してマンホールを設けるなどの設計段階により十分に検討
しておく必要がある．

→なお,片面裏波溶接でも補修溶接等で鋼製橋脚内部から溶接するためと変更 (p115)

2)鋼床版
(a)溶接継手の施工

デッキプレートでは，板厚が通常12mm～16mm程度であるが，一般に14mm程度まではサブマ
ジアーク溶接1層による片面裏波溶接が用いられる．
→一部文章の追加 (p116) 

5.4.3 現場溶接 (p.112-120)

18



19

5.4.3 現場溶接 (p.112-120)

(d)開先ルートギャップおよび目違い修正

〇ルートギャップを維持できる治具 → (エレクションピース)を追記,新たに図5.4.13を追加 (p119)

19



5.4.4 併⽤継⼿ (p.120-121)

〇部材の連結に溶接接合と高力ボルト摩擦接合を併用する場合では,上フランジ(デッキプレート)の溶接
時に,溶接収縮で桁のそりが減少し, 桁の仮支持点や桁を支持する仮設構造物(ベント等)に作用する
荷重が増加する．このため,桁支持補強や仮設構造物の設計では,この荷重も考慮する必要がある

→溶接収縮による付加荷重について考慮すべきであると示した

20

＜追記箇所＞



5.5 定着部コンクリートの施⼯ (p.121-123)

5.5.2 ベースプレートとモルタル
(図を更新)

5.5.3 無収縮モルタルの施工
(表の更新)

＜改正箇所＞
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5.5.2 ベースプレートとモルタル (p.121-123)

〇図5.5.1,5.5.2を新たに更新 →図5.5.1へ
日本道路協会：道路橋支承便覧,2018に合わせて更新 (p122)

22



5.5.3 無収縮モルタルの施⼯(p.123)

〇表5.5.1
→阪神高速道路株式会社：無収縮モルタル基準施工指針,2019.に合わせて規格値を更新

付着強度の追加,規格値,備考の更新

23



5章の参考⽂献(p.90-123)
※改訂版への変更については,当スライドでは紹介いたしません．

【2024年度版】 【2012年度版】

13)土木学会：コンクリートのあと施工アンカー
工法の設計・施工指針(案),2014． (p96)

13)鉄道総合技術研究所：あと施工アンカー工法
設計施工の手引き,1987． (p74)

14)日本橋梁建設協会：架設設計計算例題集
トラッククレーンベント工法(改訂),2009.(p75)

20)日本橋梁建設協会：耐力点法施工マニュア
ル,1999．
(p82)

18)日本橋梁建設協会：高力ボルト施工マニュア
ル,2013． (p104)

23)鉄道総合技術研究所： 鉄道構造物等設計標
準・同解説 鋼・合成構造物,p207,2000．(p74)

2024年度版では削除

26)日本道路協会：道路橋支承便覧,2018.(p122)
→追加

2024年度版では削除

28)日本道路公団：無収縮モルタル基準,1979．(p101)27)阪神高速道路株式会社：無収縮モルタル基準
施工指針,2019． (p123)

24



ご清聴ありがとうございました

・第５章 施 工



・第６章 施⼯管理
・第７章 架設機材

鋼構造架設設計施⼯指針改定⼩委員会
施⼯WG 委員 安達 昭宏

1

＜2024年度改定版＞
鋼構造架設設計施⼯指針 改定のポイント

＜配布⽤＞



＜改定の方針＞
・最近の技術動向に合わせてICT活用などを追記

＜改定箇所＞
６.２.３：架設中の測量項目に「ベント柱部材の傾斜」を追加した
６.２.３：横取り等の桁移動を伴う作業では，桁の位置が変化していくこと

を踏まえた計測を行って安定性を確認する旨を追記した
６.３.１：許容地盤支持力の安全率について移動式クレーン、杭打機等の

安全率（1.5）とベント等の仮設構造物の基礎における安全率
（2.4）との違いを記載した

６.７：ＩＣＴの活用の積極的な検討を追加した

第６章 施⼯管理

2



６.２.３ 架設中の測量
架設中の測量項目に「ベント柱部材の傾斜」を追加

第６章 施⼯管理（p.127）

3



６.２.３ 架設中の測量
横取り等の桁移動を伴う作業では，桁の位置が変化してい

くことを踏まえた計測を行って安定性を確認する旨を追記

第６章 施⼯管理（p.127）
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６.２.３ 架設中の測量
桁閉合時の測量に，「継手断面の倒れ角」の項目を追記

第６章 施⼯管理（p.128）
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６.３.１ 仮設構造物の基礎の管理
許容地盤支持力の安全率について移動式クレーン，杭打機

等の安全率（1.5）とベント等の仮設構造物の基礎における
安全率（2.4）との違いを記載

第６章 施⼯管理（p.129）
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６.３.１ 仮設構造物の基礎の管理
仮設構造物の基礎として好ましくない条件の具体例として，

軟弱地盤や斜面，滞水部を追記

第６章 施⼯管理（p.130）
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６.４.２ 出来形・精度管理
表6.4.1に鋼橋の出来形記録の例を追加

第６章 施⼯管理（p.132）
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６.６.２ 現場周辺の安全対策
災害や影響に配慮する事項に「有機溶剤の揮発による中毒

や火災」について追記

第６章 施⼯管理（p.136）

9



６.６.３ 騒音・振動対策
低騒音型・超低騒音型・低振動型建設機械のステッカーを

掲載

第６章 施⼯管理（p.137）
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６.６.５ 地下埋設物および架空線の防護
・労働基準局長通達の離隔距離を、原文どおりの書き方に修正
・表6.6.1の注記に，所管の電力会社の指示に従う旨を追記

第６章 施⼯管理（p.139）

11

2012年版2024年版



６.７ ICTの活用
ICTの活用の項を追加

第６章 施⼯管理（p.141〜142）

12



６.７ ICTの活用
ICTの活用の項を追加

第６章 施⼯管理（p.141〜142）
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６.７ ICTの活用
ICTの活用の項を追加

第６章 施⼯管理（p.141〜142）
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＜改定の方針＞
・最近の技術動向に合わせて掲載する架設機材や内容の見直し

＜改定箇所＞
全般：最新の機材写真や能力表示に改定した

7.１：労働基準監督署への届出が必要な機械の一例を表で追記した
近年使用されなくなった移動型枠を削除（7.14からも削除）

7.３：三脚式ジブクレーン，エクレクターを削除
7.４：組立て式起重機船を削除
7.６：近年の重大事故事例を踏まえて鋼桁でセッティングビームを使用する

際の受け点構造での留意事項を追記
7.９：平均的な目安として代表的な送出し設備の性能比較一覧を追記

第７章 架設機材

15



７.１ 一般
労働基準監督署への届出が必要な機械の一例を追加

第７章 架設機材（p.143）
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７.２ ウインチ
ウインチ（油圧式）の写真を近年の識別しやすい写真に更

新

第７章 架設機材（p.144）

17
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７.３ クレーン
近年使用されなくなった三脚式ジブクレーン・エレクター

の記載を削除

第７章 架設機材（p.146〜150）

18

2012年版



７.３ クレーン
全旋回式ジブクレーンの写真を近年の識別しやすい写真に

更新

第７章 架設機材（p.147）
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７.３ クレーン
橋形クレーン（ウインチ搭載型）を近年の識別しやすい写

真に更新

第７章 架設機材（p.148）

20
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７.３ クレーン
ケーブルクレーン全景の写真を近年の識別しやすい写真に

更新

第７章 架設機材（p.148）

21
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７.３ クレーン
ケーブルクレーンでの部材運搬状況の写真を近年の識別し

やすい写真に更新

第７章 架設機材（p.148）
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７.３.２ 移動式クレーン
移動式クレーンの写真を近年の識別しやすい写真に更新

第７章 架設機材（p.152）
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７.３.２ 移動式クレーン
大型クレーン設置時の注意事項について追記

第７章 架設機材（p.153）

24



７.３.２ 移動式クレーン
クローラクレーン接地圧の注意事項の追記，相吊り時のク

レーン選定基準について日本クレーン協会の「移動式クレー
ンの共つり作業を行う場合の指針」に基づき変更

第７章 架設機材（p.157）
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７.４ 起重機船（フローティングクレーン）
近年使用されなくなった組立て式起重機船の記載を削除

第７章 架設機材（p.158）

26
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７.４ 起重機船（フローティングクレーン）
起重機船３隻による相吊り写真を近年の識別しやすい写真

に更新

第７章 架設機材（p.159）
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７.４ 起重機船（フローティングクレーン）
起重機船の仕様例を，日本作業船協会発刊の「現有作業船

一覧2023」を基に最新版に更新

第７章 架設機材（p.159）
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７.５ 台船
オーバーハングさせた台船の搭載写真を近年の識別しやす

い写真に更新

第７章 架設機材（p.161）
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７.６ 架設用仮設材
セッティングビームの写真を近年の識別しやすい写真に更

新

第７章 架設機材（p.163）
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７.６ 架設用仮設材
近年の重大事故事例を踏まえて，セッティングビームを使

用する際の受点構造での留意事項を追記

第７章 架設機材（p.164）
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７.６ 架設用仮設材
セッティングガイドの説明を追記，セッティングガイド・

ウェブガイドの写真を近年の識別しやすい写真に更新

第７章 架設機材（p.164〜165）
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７.７ 大型搬送車（多軸式特殊台車）
大型搬送車の写真を近年の識別しやすい写真に更新

第７章 架設機材（p.166）
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７.７ 大型搬送車（多軸式特殊台車）
大型搬送車と降下用ジャッキの写真を近年の識別しやすい

写真に更新

第７章 架設機材（p.166）
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７.７ 大型搬送車（多軸式特殊台車）
大型搬送車採用時の検討項目を一部追加

第７章 架設機材（p.166）
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７.８ ジャッキ，転倒防止用台座
勾配がある場合のジャッキ使用時の注意点について追記

第７章 架設機材（p.167）
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７.８ ジャッキ，転倒防止用台座
ジャッキ（降下）の写真を近年の識別しやすい写真に更新

第７章 架設機材（p.167）
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７.８ ジャッキ，転倒防止用台座
ジャッキ（横取り）の写真を近年の識別しやすい写真に更

新

第７章 架設機材（p.167）
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７.８ ジャッキ，転倒防止用台座
ジャッキ架台と転倒防止用台座の写真を追加

第７章 架設機材（p.167）
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７.９ 送出し設備
平均的な目安として代表的な送出し設備の性能比較一覧を

追加

第７章 架設機材（p.169）

40

送出し設備の性能⽐較⼀覧

表 7.9.1 参照



７.９ 送出し設備
水平送出し装置の写真を近年の識別しやすい写真に更新

第７章 架設機材（p.169）
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７.９ 送出し設備
履帯式送り装置の写真を近年の識別しやすい写真に更新

第７章 架設機材（p.170）
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７.９ 送出し設備
近年使用頻度の高い連続作動型ジャッキの写真を追加
近年使用されなくなったエアキャスターの写真を削除

第７章 架設機材（p.170）
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７.１１ 高所作業車，工事用エレベーター，建設用リフト
高所作業車の写真を近年の識別しやすい写真に更新

第７章 架設機材（p.172）
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７.１１ 高所作業車，工事用エレベーター，建設用リフト
工事用エレベーターの写真を近年の識別しやすい写真に更新

第７章 架設機材（p.172）
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７.１１ 高所作業車，工事用エレベーター，建設用リフト
建設用リフトの写真を近年の識別しやすい写真に更新

第７章 架設機材（p.173）
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2012年版
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７.１２ 鉄塔およびベント
鉄塔の写真を近年の識別しやすい写真に更新

第７章 架設機材（p.173）
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７.１２ 鉄塔およびベント
大型ベントの写真を近年の識別しやすい写真に更新

第７章 架設機材（p.174）
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７.１２ 鉄塔およびベント
鋼管ベントの写真を近年の識別しやすい写真に更新

第７章 架設機材（p.174）
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７.１３ 手延べ機，架設桁
手延べ機の写真を近年の識別しやすい写真に更新

第７章 架設機材（p.174）

50

2012年版 2024年版



７.１２ 鉄塔およびベント
架設桁の写真を近年の識別しやすい写真に更新

第７章 架設機材（p.174）
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移動型枠
近年使用されなくなった移動型枠の項目を削除

第７章 架設機材（p.176）
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７.１４ 足場
近年使用頻度の高いFRPパイプについて追記

第７章 架設機材（p.176）
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７.１５ ワイヤーロープおよび付属品
取付け方法とその効率の表を最新版に更新

第７章 架設機材（p.182）
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７.１５ ワイヤーロープおよび付属品
ワイヤグリップの取付け基準をJIS B 2809-2018に合

わせて更新

第７章 架設機材（p.182）
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ご清聴ありがとうございました
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・第６章 施⼯管理
・第７章 架設機材




